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開 発項目：高精度多目的型地球観測システム開発調査　　（研究）

研究機関名等：科学技術庁研究開発局㌔ ・

年度
ん平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画

予算額 最　終　　目　標 備　　　　考
■

　　　　　　・（千円）

2，681

高精度多目的型地球観測
Vステム開発調査

’

　突発的で急激な変化に伴う大
K模災害等に即応する高精度多
ﾚ的型地球観測システムに関し、

　突発的で急激な変化に伴う大規
ﾍ災害等に即応する最適な高精度
ｽ目的型地球観測システムの開発

目 ’
ト

次の項目について調査検討する。

@観測要求条件
の可能性を明らかにする。

毒 ②必要な要素技術
、 ， ③データの処理・解析技術
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（観測の分野）

開発項目：地球観測技術の研究
｝

研究機関三等＝宇宙開発事業団

　　　　年度

¥算額　　て
昭和55～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画 　　　　　　　トﾅ　終　　目　標 備　　　考

　　　　　　　（千円）

枕?@　　　　’ 2，050，362 264，274 276，385
地球観測衛星システムの

､究
　62年度までの成果はMOS－1
yびERS－1並びにADEOS
ﾌ開発に反映された。
@63～2年度には、プラットフォ

　次期地球観測衛星システムの
T念設計、プラットフォーム型
n球観測衛星の要素技術検討及
ﾑデータ伝送取得処理システム

　静止地球観測衛星システム、
vラットフォーム型地球観測衛
ｯシステム及び低傾斜軌道地球
ﾏ測衛星システムの研究を行う。

将来の地球観測衛星システムを
ｾらかにする。

一ム型地球観測衛星のシステム検 のシステム検討を行った。
討等を行った。

地球観測衛星センサの研 　61年度までの海色海温走査放射

vの研究はADEOS搭載のOC
sSの開発に反映された。
@61年度からは、次期合成亭亭レ

　次期合成三三レーダの部分試
?詞ｱ（送受信モジュールの組
№ｹ試験）及び次期マイクロ波
厲ﾋ計の部分試作試験（受信部）

　多周波多偏波合成三三レーダのシステム検討並びにライダー

ﾌシステム検討及び部分試作を
sう。また、高性能マイクロ波

　今後の地球観測センサに必要と
ﾈる技術の確立を図る。

5

一ダのシステム検討及び部分試作 を行うとともに、ライダ及び次 放射計、グローバルイメージャ
試験並びに次期マイクロ波放射計
ﾌシステム検討及び部分試作試験

期受動型分光放射計のシステム
沒｢を引き続き行った。

についてシステム検討及びミッ
Vョン系開発基礎試験の検討を

を行うとともに、ライダー及び次 行う。

期受動型分光放射計システム検討 ’

を行った。”

　熱気外センサの研究

A一

　　　’@電子走査式の三三外センサに必
vとなる一次元配列型撮像素子
iIRCCD）、及び広焦点面形
ｬ技術の調査検討並びに、IRC

　IRCCDの素子試作試験を
sうとともに、放射計システム
v素のうち、検出部周辺部の設
v検討及び集光分光部の試験評

　IRCCDの素子試作試験を
sうとともに、放射計システム
v素のうち、信号処理部及び検
o部周辺部の設計検討並びに集

　将来の中高度及び静止地球観測
q星に必要な電子走査式の熱赤外
Zンサ技術の確立を図る。

CDの結晶成長プロセス及び素子 価を行った。 光分光部の試験評価を行う。

化プロセスの試作試験を行うとと
もに、IRCCDを用いた放射計
システムの設計検討及び部分試作

、 を行った。
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開発項目：地球観測データ応用解析技術の開発

研究機関名四：宇宙開発事業団 鴨

、

　　　　年度｝　予算額

～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画 　　’
ﾅ　終　　目　標 備　　　考

　　　　　　　（千円）

枕?D 122，416
①応用技術として、ミッション
v求解析技術の検討及びデータ
Zット解析利用技術の検討を行
ﾁた。

①ミッション要求解析技術開発
yび高次データセット解析技術
ﾌ開発を行う。

将来の地球観測システムに対す
驛~ッション要求解析技術の開発
�sうとともに、地球観測衛星か
邇謫ｾされるデータを用いてより
高次のデータセットを作成する解

ε 析技術の開発を行う。
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開発項目：海洋広：域観測技術の研究開発

研究機関名望：海洋科学技術センター
を

’

　　　　年度

¥算額
～平成2年度実績

@　　　　　　’

平成3年度実績 平成4年度計画
最　終　　目　標 備　　　考

　　　　　　　（千円）

92，780 65，647 65，613

海洋観測技術の研究開発 　衛星による観測データの海洋研
?ﾖの応用を目的として、当面航
�@搭載型マイクロ波放射計に係

　平成2年までの成果に基づき、
q空機による観測システムの基
{的な設計を開始した。

　平成3年度に引き続き、航空
@による観測システムの基本的
ﾈ設計を実施する。

　海洋、海上大気等をマイクロ波
ﾉよって観測し、海洋研究へ応用
ｷる為の手法を確立する。

わる全体システムの概念検討等を
sった。　　　’

　　　　　！
@主としてくマイクロ波放
ﾋ計の海洋観測に必要なア
塔eナ系及びRF系の基本

　主として、信号処理系等
ﾌ基本的な設計を行うとと
烽ﾉ、得られたデータを解

、

、 的な設計を行った。 回するための解析アルゴリ
ズムの検討を行う。 ‘
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（観測の分野）

t

開発項目：石油資源遠隔探知技術の研究開発等

研究機関名望：通商産業省機械回報産業局 魅

r

　　　　　年度夏　予算額

昭和55年～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画
最　終　　目　標 備　　　　考

　　　　　　　（千円）

15，842，180 3，482，700 1，892，003

石油資源遠隔探知技術の
､究開発等　　　　　　　　　　沸

　55年度は工業技術院において地
?糟ｹ衛星1号の概念設計及び資
ｹ探査データ利用技術の研究を行
ﾁた。

　前年度に引き続き、地球資源

q星1号（JERS－1）及び
糟ｹ探査用将来型センサ（AS
sER）等から得られるデータ

　前年度に打ち上げられた、地
?糟ｹ衛星1号（JERS－1）
ﾌ取得データについて検証を行
､とともに、データ処理解析総

　人工衛星を利用した石油資源探
ｸのため解析利用技術の確立を図
驕B　　　　、

　56年度から57年度は人工衛星を
?pした石油資源探査のためのデータ処理・解析系の調査等を実施

ｵた。

の処理・解析技術の研究開発及
ﾑデータ処理解析総合システム
ﾌ整備を行った。

合システムの運用を行う。
@また、資源探査用将来型セン
T（ASTER）等から得られ
驛fータの処理・解析技術の研

58年度から59年度は人工衛星を 究開発を行う。

利用した石油資源探査のためのデ
一三処理・解析技術等の研究開発

『

を実施するとともに、これらの衛
ｯデータと地上での探査データと 阿　　　　　　　　　　　　　　〕

を組み合わせるシステムの開発を
行った。

60年度から63年度は人工衛星を
、
、

利用した石油資源の探査のための
fータ処理・解析技術等の研究開

＼

’　卍 発を実施した。
元年度は地球資源衛星1号（J
dRS－1）に搭載される観測セ

∫ ンサより得られるデータの処珊・
解析技術の研究開発及びデータ処
揄�ﾍ総合システムの開発を実施
した。 、

2年度は地球資源衛星1号（J ＼／

ERS－1）から得られるデータ
の処理・解析技術の研究開発を継

　　　　　　　」

回するとともに、データ処理解析
麹㏍Vステムの整備を行った。ま
ｽ、研究開発が本格化する資源探

’

査用将来型センサに対応した処理
’ 解析技術の研究開発に着手した。 曝
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（観測の分野）、

開 発項目：次世代地質リモートセンシングに関する研究 （研究）

研究機関名等：工業技術院地質調査所 ↑　開発・開発研究。研究の別 ’　　　　　　　　　亀

　　　　　　年度臣　　予算額

平成元年度～2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画
最　終　　目　標 備　　　考

　　　　　　　（千円）

、　　　　19，131 11，161 10，778

デやタ利用先行研究

@」

@　　　　　　疋

　元年度は中間・三三四域の火成
竅E珪酸塩鉱物の分光特性の測定・解析を行った。熱慣性用地形補

ｳアルゴリズムを検討した。10バ
塔h級程度の表示・処理技術を検
｢した。
@2年度は中間・三三四域の火成

　火成岩・炭酸塩鉱物の中間・
M学外分光特性の測定・解析を
p続するとともに、SiO2含
L量の予測システムを作成した。
M慣性マッピングの適用地上実
ｱを行った。　100バンド級程度
ﾌ処理・解析技術を検討し、開

　中間赤外スペクトルのデータベース開発に着手する。伊豆大

№ﾉて航空機による熱慣性画像
謫ｾを行う。　10◎バンド級程度の処理・解析技術の開発を継続

ｵて行うとともに、実データに
謔髓n質解析評価を行う。

　地質応用のための多バンド赤外
Zンサに対するユーザ要望を明確
ｻする。超多バンドデータの処理・解析のための基礎技術を確立す

驕B

岩・粘土鉱物の分光特性の測定・ 発に着手した。
解析を行った。熱慣性マッピング
用ソアトウェアの地表温度シュミ

＼ レーション部を作成した。50バン
ド級程度の処理技術を検討した。
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（観測の分野）

開 発項目：宇宙電波による高精度時空計測技術の研究開発 （研究）

研究機関名等：郵政省通信総合研究所 、

　　　　　年度，　予算額

～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画
最　終　　目　標 備　　　考

　　　　　，　（千円）

41，616

宇宙電波による高精度時
�v測技術の研究開発

@r
　　　　、P

　ETSマW衛星によるスペー
XVLBIの実現に向けた標準
M号伝送三等の開発を開始する。

　ETS－VI等の衛星を利用した
F宙空間の精密計測を目的とした
XペースVLBIを実現する。
@時空両面の精密計測技術を展開
ｳせ、有人宇宙時代にふさわしい
F宙普遍時空間計測技術を提供す
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（観測の分野）

開発項目：光領域アクティ ブセンサによる地球環境計測技術の研究開発 （研究）

研究機関名湯：郵政省通信総合研究所
’

年度
～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画

予算額 最　終　　目　標 ノ備　　　考
（千円）

事項 4，700 11，250
光領域アクティブセンサ

試

将来型のレーザレーダの光源 1．5μmより長い波長域のレ レーザを光源とするアクティブ
による地球環境計測技術 として1．5μmより長い波長の 一ザで将来の衛星搭載用を考え （能動的）センサーであるレーザ
の研究開発 団体レーザの研究開発を平成8 ると現在ファイバー光通信に使 レーダは、地球環境中で特に衛星

年度にかけて行う。平成3年度 われている半導体レーザを固体 からの対流圏の観測手段として、
は、次年度の半導体レーザ励起 レーザの励起用として用いる固 これから21世紀にかけてますま
固体レーザ用レーザロッドの開 体レーザを開発する必要がある。 す重要になってきている。本研究
発を始めるためにレーザロッド 半導体レーザ励起の固体レーザ では1．5μmより長い波長での固
の結晶の吸収を測定する装置を は最近研究開発が活発化して来 体レーザを光源とするレーザレー

、 整備し、結晶の調査と吸収特性 ているものであり、レーザのも ダの研究開発を行い、21世紀の，
の実験を行った。 とになる固体材料の評価を行い 将来型の衛星搭載レーザレーダの

L

ながらレーザの開発を行う必要
ｪある。平成4年度は、3年度

基礎研究を行うものである。

に行った吸収特性実験に加えて
蛍光光度を測定し、最：適と考え

幽

られる固体レーザロヅドの開発
を行う。
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（通信の分野）

開発項目：データ中継衛星技術の研究

研究機関名湯：宇宙開発事業団
鴨

、

　　　年度

¥算額
昭和60年～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画

最　終　　目　標 備　　　考
　　　　　　　（千円）

655，503 161，743 159，260
・データ中継衛星、ユーザ宇宙
@、地上システム等データ中継衛
ｯに係る全体システムの検討を

　衛星レーザ通信機器のシステ
?詩?詞ｱとして、光学系の試
?詞ｱを行った。

　衛星間レーザ通信機器のシス
eム試作試験として、発光部、
��煤A変調器、復調器等の試

　将来のデータ中継衛星に必要な
Z術の確立を図る。

ノ

行った。また、搭載機器（中継
@、アンテナ等）の設計検討を行
､とともに、ユーザ衛星搭載用通
M機器の部分試作試験（高出力増

ξ

作試験を行うとともに、データ
?p衛星システムの研究を行
､。

幅器等）を行い、ADEOS搭載 r

機器の開発に反映させた。また、
衛星間レーザ通信機器に関し、設
計検討、クリティカル部品（発

ρ 光素子、光偏光素子等）の基礎試
験及びクリティカルコンポーネン
ト（捕捉追尾系、光学系及び通信

嗣

系）の部分試作試験を行った。

7
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（通信の分野）

ひ

開発項目二航行援助技術の開発研究㌦　　　　　　（研究）

研究機関名湯：電子航法研究所

　　　　年度

¥算額
昭和58年～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画

最　終　　目　・標 備　　　　考
（千円）

事項
、　　　　　1，　9　6　3，　4　3　8 27，982
　航空機及び船舶の通信、測位等
ﾌ航行援助衛星実験を行うため、
Z術試験衛星V型（ETS－V）
牛ﾚ中継器のCバンド部を58年度
謔閧R年計画で開発した。さらに
n上局装置、航空機搭載装置を60

　平成2年度に改造した地上局
葡u及び船舶搭載装置を使用し
ﾄ、ETS－V、インマルサッ
g太平洋衛星及び実験用の船舶
�pい、2衛星測位実験を日本
蒼煖yび太平洋で行った。ま 陰

　洋上における航空機の交通管制
Vステム、船舶の運行システム及
ﾑ捜索救難システムの改善を図る
ｽめ、昭和62年度に打ち上げたE
sS－V等を用いて、航行援助衛
ｯ実験システムの開発を行い、こ

年度から2年計画で開発した。62
N度より、実験用航空機を使用し
ｽ通信、測距・測位、電波伝搬等

た、測位較正局を製作し、これ
�pいて測位精度改善の実験評
ｿを行った。

のシステムを用いた実験により将
?ﾌ実用化に必要な設計資料を取
ｾする。

の衛星実験を開始した。63年度は
航空機の洋上管制デモンストレー
ション実験を行った。さらに、航
空機搭載装置を実験用船舶に積み
替え通信、測距等の衛星実験を行
つた。平成元年度は、航空機を使

脚

回しA－QPSK（航空用4回忌
隔 相偏位変調）方式での衛星実験を

噂 行った。また、船舶用小型アンチ
ナを開発し通信、測距等の特性を
測定した。平成2年度は、地上局 馬

と船舶搭載装置を2静止衛星によ
る測位実験用に改造すると共に予 　　、A

備実験を行った。
、

、
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（通信の分野）

ノ

開発項目：航空におけ多GPSの利用に関する研究　　　　　　　！ （研究）

、

研究機関三等：電子航法研究所
　
　
　
　
　
年
度
’

～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画 最　終　　目　標 備　　　考
予算額 1

　　　　　　　（千円）
枕?@　　　　　　　、 9，214

、

2

（1）GPSオーバーレイのシス
@テム設計を行い、遅延補正制
@御アルゴリズムの検討と信号
@制御プログラムの作成、及び
@遅延補正制御シミュレーショ
Dン用のプログラムの作成を行
@う。
A信号監視用受信機と信号制

　　　　　　　　　　干@静止衛星を介してGPS信号を
`送する方式（GPSオーバーレ
C）について、信号監視装置及び
M号制御装置等の試作、信号伝送
Vミュレーションならびに衛星を
?pした信号伝送実験を行うこと
ﾉより、GPSオーバーレイの技
p開発を行う。

卜 御装置を試作する。
㈲信号制御プログラムのパラ

r メータを決めるためのGPS
信号の測定を行い、基礎デー
タ取得を行う。
｝
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て通信の分野）

開発項目：宇宙通信政策推進のための調査研究
［
研
究
］
薗

研究機関名等：郵政省通信政策局
、

年度
、

～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画
予算額 最　終　目　標 備　　　　考

（千円）

事項 27，704 9，168 16，645
畠

宇宙通信の長期ビジョン
ﾉ関する調査研究

　宇宙通信の長期ビジョンに関す
髓ｲ査研究を行うため、各界の有
ｯ者からなる宇宙通信政策懇談会

　宇宙通信政策懇談会を開催し
ｽ。同懇談会は、我が国の宇宙
ﾊ信の国際的展開の在り方にっ

　宇宙通信政策懇談会を開催す
驕B同懇談会は、宇宙通信にお
ｯる利用環境の整備のための技

　宇宙通信の開発・利用に関する
薄竭閧ﾉついて将来を展望しっっ
麹∮Iな視点から調査研究を行

レ を開催した。同懇談会は、通信、 いて調査研究を行った。 術の在り方について調査研究 う。

星
放送、移動体衛星の開発・利用の を行った。

在り方、国際衛星通信、地域衛星
通信の在り方、高度宇宙情報通信

伽

網、宇宙における電波の効率的利

㌔

用の在り方等について検討し、報
垂�謔閧ﾜとめた。

ヤ

電波を利用した宇宙イン 宇宙開発機関、メーカ、学識 3年度に設置した「電波を利 宇宙環境モニタリングシステ
フラストラクチャの整備 経験者、電気通信事業者からな 序した宇宙環境モニタリングの ム、宇宙航行安全システム、宇宙

方策に関する調査研究 る「電波を利用した宇宙環境モ 在り方に関する調査研究会」に における情報通信ネットワーク等
三三リングの在り方に関する調 おいて、宇宙情報の分配・処理 の電波を利用した宇宙インフラス
査研究会」を郵政省内に設置 システム、，国際協力の進め方、 トラクチャの整備に関し、本格的
し、諸外国における開発動向、 行政施策等について調査研究を な有人宇宙時代に向けた具体的な
システムに必要となる機能及び 行う。 方策を検討する。

ヤ 技術について調査研究を行っ
ρ た。

唾

－

宇宙通信システムの信頼 宇宙通信システムの信頼性向 宇宙通信システムの信頼性向上
性向上に関する調査研究 上を図るために、衛星の不具合 に資する。 し

原因確定のための自己監視技術
及び不具合解析技術、クラスタ
衛星技術、静止軌道サービス衛

o
星技術等について調査研究を行
､。

冒

巴

ヒ

監

’

趨臨

二
軸
鐙

呼 端野
、

（平成3年度において終了した事項）

風

開発項目：宇宙通信政策推進のための調査研究 ［研究］

研究機関名等：郵政省通信政策局

　　　　　年度、　予算額

～平成2年度実績 平成3年度実績
平成4年度計画　　　　　　　　　　　’

最　終　　目　標 備　　　考
　　　　　　　（千円）

1，776 1，776

静止プラットフォーム時
繧ﾉおける衛星通信ネッ
gワークの在り方に関す、
髓ｲ査研究

　将来実現が予想される静止プラ
bトフォーム型通信衛星による最
K衛星通信ネットワークの構築に
曹ｷる方策を講ずる為、静止プラ
bトフォーム時代における衛星通
Mネットワークの概念の検討を行
ﾁた。

　平成2年度の調査研究に基づ
ｫ、静止プラットフォームを用
｢た通信ネットワークについて
ﾌ基本要件の検討を行った。

@　　　違

9

　静止プラットフォームで想定さ
黷髣l々な機能を活用することに
謔閨Aパーソナル衛星通信等の実
ｻ、地球局の低廉化及び普及、基
ﾕ技術の確立のための研究を行
､。
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（通信の分野）

開発項目：次世代の通信・放送分野の研究開発衛星の研究 k（研究）

研究機関名湯：郵政省通信政策局
　
年
度
、

昭和60年～平成2年度実績 平成3年度実績
　　　　　　　■

ｽ成4年度計画
予算額

へ

最　終　　目　標 ’備　　　考
（千円）

事項 9，520
次世代の通信・放送分野 次世代の通信・放送分野の研 携帯地球局を用いた移動体通信
の研究開発衛星の研究 究開発衛星の概念設計を行う。 や移動体デジタル音声放送の実現

～ に必要となる高出力中継器や、10
＼

m程度の大型展開アンテナ、ミリ
波や光を用いた衛星間通信機器等

風 に関する技術を宇宙で実験・実証
膨

するため、平成11年度頃の打ち上
げを目指して、通信放送技術衛星

A
触 COMETSに続く、次世代の通

信・放送分野の研究開発衛星の研
’ 究開発を行う。　．

’

，

’

、

’
　　　ノﾃ

b

、

’

」

ド

、

号

．

、

隔

し　　　　　　　　鳴
㌦

戸

ド

、

盤
醗
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（通信の分野）

開発項目：航空。海上衛星技術の研究開発 ［研究］

ノ

研究機関名湯：郵政省通信総合研究所
、

　　　　年度

¥算額
～平成2年度実績 ’平成3年度実績 平成4年度計画

最　終　目　標 備　　　考

　　　　　　　（千円）

2，264，528 93，803 80，707

｛

技術試験衛星V型（ETS－
u）搭載中継器Lバンド部の開発
�sい、宇宙開発事業団に寄与し
ｽ。
@航空機、船舶、陸上移動局及び
＜bセージ通信機の開発、海岸／
q空地球局の整備を行った。ET
r－Vの打ち上げ、初期チェック
繧ﾍ移動体衛星通信実験、AUS
rATとの共同実験を開始した。
@その後、車載用通信装置、陸上
ﾚ動局用平面型アンテナを開発し
､上移動体衛星通信実験を開始し

　小型携帯地球局の開発を行う
ﾆともに、陸上移動体衛星通信
ﾀ験、2衛星通信測位実験AU
rSAT（OPTUSに組織変
X）との共同実験、ETS－V
?p実験を継続した。

　陸上移動体衛星通信実験を重
_に、アンテナ追尾技術の開
ｭ、マルチパスフェージング及
ﾑシャドウイング対策技術の開
ｭ、小型携帯地球局を用いた、
ﾊ信実験、アンテナ制御技術の
J発を継続し、技術評価及びデータ解析を進める。

@OPTUSとの共同実験、　E
sS－V利用実験を継続すると
ﾆもに、ETS－V利用のPA
qTNERS計画の支援を行
､。

　衛星搭載用中継器、移動地球
ﾇ、海岸／航空地球局及びディジ
^ル通信装置等の開発を行うとと
烽ﾉ、昭和62年度に打ち上げられ
ｽETS－Vを用いた通信実験を
ﾀ施し、特性データの取得・蓄積
yび技術的評価・分析を通し、小
^船舶、航空機、陸上移動体（：車
ｼ、携帯）等を対象とする衛星通
M技術の確立を図る。またこの成
ﾊを通じて我が国及び国際的な移
ｮ体衛星通信システムの実用化に
v献する。

た。

@ETS－Vとインマルサットを
利用し、2衛星測位装置を開発し
D舶実験を行った。
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（平成3年度において終了した事項）

〉

開発項目：放送及び通信の複合型衛星のための研究
　

研究機関総身：郵政省通信総合研究所

年度
蟹

～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画「
予算額 最：　終　　目　標 ’備　　　　考

（千円）

事項 363，463 128，856
放送及び通信の複合型衛 放送及び通信の複合型衛星の技 中継器モデルの試作を完了 高度・多様化する通信・放送分
星のための研究 術開発に必要な性能確認用実験モ し、特性測定を行い、将来の高 野において、衛星を用いた通信・

デルの検討を進め、モデル制作の 機能な衛星放送システム及び高 放送技術にも、高機能で経済効果
契約を行い、放送用高出力中継 機能移動体衛星通信システムの の高い新技術が必要になってきて

P
器、高性能高利得アンテナ及び高 ための技術的基礎資料を得た。 いる。放送分野では、地方毎にき
機能移動体通信用固体化電力増幅 また、この成果を通信放送技術 めの細かいサービスを行う地：焼冷
器につきそれぞれ設計、制作を行 衛星搭載機器開発に反映させ 衛星放送や高画質なTV放送を可

、

ってきた。 た。 能にする新しい技術が必要であ
2年度までに、主要コンポーネ 本研究は3年度で終了した。

、

り、また通信分野では、移動体、
ントの試作を完了し、それらを組 可搬局、VSAT等を統合して個
み合わせた中継器モデルの試作に 人単位で多様なサービスを可能に
着手した。

，

する衛星通信技術が必要になる。
さらに、通信・放送が一体化した

駿

τ 複合衛星の開発は、経済効果を高
める上で重要な技術である。この

’ ような将来の新しい衛星通信分野
の基礎技術を確立することを目標
とする。

｛
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（通信の分野）

開発項目：小型衛星通信技術の研究 ［研究］

研究機関名等：郵政省通信総合研究所
軍

年度 、

　　　　、
c・

@予算額
～平成2、年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画 　【

ﾅ　終　　目　標 備　　　考
　　　　　　　　　（千円）t事項

4，590 8，220

小型衛星通信技術の研究

@　　「

@　　　　’

、　　　　　　　　　　　　　’

　小型衛星通信技術の基盤技術
ﾆして蓄積転送技術の検討を行
､ため、’蓄積転送装置基本部試
?cfルの開発を行った。
@また、小型衛星のバス側のイ
塔^ーフェースの開発のため、
q星バスシミュレータを開発し
ｽ。

　小型衛星間通信の基礎実験を
sうため、衛星搭載用の衛星間
ﾊ信装置を開発する。
@蓄積転送装置基本部試作モデ
汲�g用して、小型衛星通信の
ﾊ信制御ソフトウェアや通信プ
鴻gコルの開発を行う。
@複数の小型周回衛星を用いる

　　　　　　’@開発期間が短く、低コストであ
閨A複数の衛星を用いるシステム
ﾌ実現が容易である等の特徴を生
ｩした小型周回衛星による通信、
ﾏ測システムを構築するための基
ﾕ技術として、小型周回衛星群を
g用する対地上及び衛星間の通信
Z術の確立を図る。また、この技

衛星通信ネットワークのシステ
?沒｢をさらに進めるととも

術検討を通じて宇宙開発分野での
ｬ型周回衛星利用の普及、高密度

に、最適な変復調方式の検討を 化に貢献する。
ノ 行う。
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気

（通信の分野）

、

、

開発項目：分散衛星システムによる宇宙通信の研究 （研究）

研究機関名匠：郵政省通信総合研究所

　　　年度

¥算額
～平成2年度実績

平成3年度実績　　　「

平成4年度計画
、　最　終　　目　標 備　　　考

．　　　　　　　（千円）
0 0 3，598

①軌道制御技術

@、

ぎ

｝

　複数の衛星の相対軌道追跡装
uの開発を行う。

　近接衛星群を集団として軌道保
揩ｷるために、衛星相互の位置関
Wを精密に把握し、理想的な配置

’

¢ に保つ制御技術を確立する。
’

　②通信制御技術　　　雪

A

　通信回線制御システムのアー
Lテクチャの検討を行う。

　通信回線に障害が発生した場
〟A回線を即時に他の衛星に補完
ｳせる技術として、動向回線制御

’
い

及び分散交換技術を確立する。

ゾ
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開発項目：宇宙における光先端通信技術の研究 ［研究］

研究機関名言：郵政省通信総合研究所

　　　　　　　　　年度

f　　　弓予算額

～平成2年度実績　　　　　　　　　　‘ 　　　　　、
ｽ成3年度実績 平成4年度計画

最・終　　目　標 備　　　考
　　．　　　　（千円）

枕?T
：

3，765 5，000

光先端技術の研究

@、@、

　これまでの技術試験衛星VI型
牛ﾚ光通信基礎実験装置の開発
�ﾓまえ、宇宙光通信技術をさ
轤ﾉ高度化するための研究を開
nした。平成3年度は、通信容
F量の拡大に必要な宇宙機搭載用
oo力半導体レーザの開発に着
閧ｵた。

　高出力半導体レーザ装置の開
ｭを平成3年度に引き続き実施
ｷる。　　　　o

　人類の宇宙活動に伴い必要とな
驩F宙機問の大容量通信のニーズ
ﾉ応えるため、技術試験衛星VI型
ﾉよる光通信基礎実験の成果をふ
ﾜえ、宇宙光通信を実用化するた
ﾟの研究開発を行う。開発が必要
ﾈ技術として、宇宙用高性能レー
U技術、大容量通信技術、高度補
足追尾技術、コヒーレント通信技

、　　　　　　　　　　　，

－ 三等がある。

曳
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開 発項目：宇宙ズテーション計画に関する調査及びその総合的推進

ノ

、

、

卜

研究機関名四：科学技術庁研究開発局

’年度

～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画　　’
最　終　　目　標 備　　　考

1予算額
輸 ’　　　　L ．

　　　　　　　（千円）

52，889 10，035 8，019

宇宙ステーション計画に
ﾖする調査及びその総合
I推進　　　　　　，

@　　I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

　宇宙ステーションの開発のため
ﾉ、参加各国との情報交換及び調
ｸを行うとともに、宇宙ステーシ
㏍唐ﾌ利用計画の策定等に必要な
ｲ査・検討、運用・利用に関する
総ﾛ会合の開催及び海外で開催さ
黷體ｯ種の会合への参加を行っ
ｽ。また、宇宙ステーションの安
Sについての検討を行った。

@　　　　　　　　　　　ノ

　引き続獣宇宙ステーション
J発のために、参加各国との
﨣��ｷ及び調整を行うととも
ﾉ、宇宙ステーションの利用計
謔ﾌ策定等に必要な調査・検
｢、運用・利用に関する国際会
№ﾌ開催及び海外で開催される
ｯ種の会合への参加を行った。
ﾜた、宇宙ステーションの安全
ﾉついての検討を行った。日本
l宇宙飛行士の養成及びそのた
ﾟの基盤整備について検討を行
ﾁた。

　引き続き、宇宙ステーション
J発のために、参加各国との
﨣��ｷ及び調整を行うととも
ﾉ、宇宙ステーションの利用
v画の策定等に必要な調査・検
｢、運用㌔利用に関する国際会
№ﾌ開催及び海外で開催される
ｯ種の会合への参加を行う。ま
ｽ、宇宙ステーションの安全に
ﾂいての検討を行う。利用テー
}の公募・選定を行うとともに’

v画研究実施のための検討を行
､。

　宇宙ステーション計画に関する
e種調査・検討を実施し、宇宙ス
eーション計画の総合的推進を図
驕B

　昭和63年9月に宇宙
賴n協力協定を、日、
ﾄ、欧、加の12三国で
趨ｼし、平成元年3月
ﾉは、宇宙基地協力に
ﾖする了解覚書を署
ｼ。

@平成元年6月に宇宙’
賴n協力協定が国会で
ｳ認され、平成元年9
獅ﾉ同協定を受諾し、
b定取極へ加入。平成
S年1月米国が宇宙基
n協力協定を受諾した
ことにより、日米間に
おいて同協定が発効し

腎
、

た。

匡

㌃

、

ピ
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開発項目：宇宙環境利用実験技術の研究（1／3）

､究機関三等：科学技術庁　航空宇宙技術研究所

　　　　　　　　年度

@　　　予算額
@　　　　　　（千円）

昭和61～平成2年度実績 平成3年度実績 ’平成4年度計画
@　　　　　　　　’

最　終　　目　標 備　　　　考

260，432 92，585 99，734
（1）伸展型実験台とそれ
@を用いた実験・運用技
@術の研究

@　　　　　　　　　、

@　　　　　　　　　　レ

　全剛型及び張力索型トラスにつ
｢て構造部、機構部の試作・試験・評価・改修を行うとともに、伸

W収納用外部装置、振動制御系、
♀梶A部材の熱寸法安定性等に関
ｷる基礎的検討、試作、試験を行
ﾁた。また、想定利用ミッション
ﾌ解析結果に基づき臓装系（信
?Aエネルギー、流体ライン等）
ﾉついても試作試験を行い、ミッ
Vョン要求が十分満足され得るこ
ﾆを確認した。

u

　伸展収納用コントローラ及び
gラス把持機構の試作検討を行
､とともに、平成2年度に試作
ｵた臓装系及び振動制御系の改
ﾇ追加試作を行った。また、本
､究結果の軌道上実証試験のた
ﾟの検討を開始し、平成3年度
ﾍ、そのためのミッション検討
?ﾆを行うとともに、実験運用
､究モデルの試作試験を実施し
ｽ。

@　　’
@　　　　篤　　　　、

　前年度までの得られた伸展型
ﾀ験台に関する技術成果を基
ﾉ、運用時における様々な：不具
№ﾉ対応するための保守・運用
Z術についての検討を開始す
驕B本年度は、想定すべき：不具
㏍a[ド及びそれらに対する対
?@等の検討を行うとともに、

?ﾆ主体（ロボット、EVAク
求[を想定）の作業性を考慮し
ｽ構造機構様式・作業ツール
i治工具、クリッパ、グローブ
凵jについて検討を行い、ジョ
Cント機構部の試作、ツール及
ﾑ性能評価装置の一部試作に着
閧ｷる。

@　し

　宇宙環境を利用した大型構造物
嚼ﾝ等の各種実験に必要となる広
｢作業空間、十分な視野等を提供
ｷる多目的伸展型実験台について
ﾌ技術（構造、機構、制御、保守
^用技術等）及びそれを用いての
ﾀ験技術を確立する。

　「宇宙ステーション
ﾖ連技術に関する研
?vとして、宇宙開発
幕ﾆ団と共同研究を実
{している。

@　、

②水・ガス循環装置と’
@ライフサイエンス実験　　　　　　　r

@　　　　　　　　　／

　水再生循環システム全体機能の
]価試験を実施するため、これま
ﾅの評価試験成果に基づいて各構
ｬ要素の改良試作を行い、これら
�gみ込んだ自動運転試験装置の
詩?�sった。また、ガス再生循
ﾂシステムについては、各要素の
]価試験を引き続き進めた。

@　噛

@　　　　曹

　ガス再生循環システムについ
ﾄは、総合評価試験を実施する
ｽめ、キャニスター等の要素の
?ﾇ試作を行い、これらを組み
桙�ｾ自動運転試験装置、イン
^ーフェース及び総合実験用制
苟葡uの製作を行った。また、
牛ﾚ用水再生循環システムの概
O検討及び要素技術の低重量環
ｫ実験システムの設計検討を行
ﾁた。　　「　　　　　㌔

A　　　　　　　　炉

@　　　　，

　ガス及び水再生循環システム
¥成要素の総合的評価を行うた
ﾟ、前年度までに製作した実験
葡uを用いて最終評価実験を実
{する。また、水再生循環シス
eムの一部要素の無重力環境下
ﾅの動作を確認するため、大型
脂ｺ三三実験装置の製作を行
､。

　ライフサイエンス実験を経済的
ｩっ容易に行うために必要な水・
Kスの再生循環装置製作技術の確
ｧを図るとともに、これを用いた
ﾀ験技術及びその利用・運用技術
�m立する。

　「宇宙ステーション
ﾖ連技術に関する研
?vとして、宇宙開発
幕ﾆ団と共同研究を実
{している。

翻桜

㊧ 萄

餐
囑
藤
灘
勧

　
　
　
　
瞬

／

ノ

開発項目：宇宙環境利用実験技術の研究（2／3）
、

研究機関名等：科学技術庁・ 航空宇宙技術研究所
卍

　　　　　年度

P予算額
昭和61～平成2年度実績

平
成
3
年
度
実
…
績
、
「 平成4年度計画

最　終　　目　標 備　　　考
（千円）

事項
③　テザー／ブーメラン
緖ｮによる極微小重力
@実験装置とその応用に
@関する研究

　テザーについては、張力制御を
t加した繰り出し及びその後の位
u保持の数値シミュレーションを
iめた他、巻取りに関するシミュ
戟[ションに着手した。また、リール機構の機能モデルを試作して

]価試験う行うとともに、閉ルー
v制御試験用システムの構築を一

　テザーの繰り出し、巻取りの
白lシミュレーションを進め
ｽ。リール機構の機能モデルの
ﾂループ制御試験用システムの
¥築を引き続き行い、制御試験
ﾉ着手した。テザー先端ペイロード放出機構の機能モデルの試

?�sった。

　デザーシステムの挙動・制御
ﾌ数値シミュレーションを進め
驕Bリール機構の機能モデルの
ｧ御実験を引き続き行うととも
ﾉ、同モデルの改良を実施す
驕B試作した先端ペイロード初
喆ｪ離機構の機能モデルの評価
詞ｱを実施する。　　　　・

　宇宙ステーション等では得られ
ﾈい微小重力環境を得るために必
vなテザー／ブーメラン等の応用
Z術を開発するための設計データ
�謫ｾするとともに、その極微小
d力環境の利用及びシステム運用
Z術の確立を図る。

部実施した。ブーメランについて
ﾍ、宇宙ステーションとの衝突確
ｦの少ない軌道選択法、姿勢運動
／放出条件誤差の影響解析と対処

一 法を検討し、運用の実現性を明確
ﾉした。

曝

＝

璽

ゴ

　　　　　　虻級F宙利用を促進する
@ための実験技術の研究

@　　　’
@　　生{　　　　　　　午

　人工知能応用技術について、宇
?ﾀ験支援システムの部分試作及
ﾑ実験自動化のための実験装置監
求E制御サブシステムの試作を行
｢、宇宙実験支援プロトタイプ・
Vステムを一部試作した。
@また、低重力下における流体挙
ｮのシミュレーションを簡易落下
メA航空機、計算機を用いて行い
Aシミュレーション技術の向上を
}った。

　宇宙実験支援プロトタイプ・
Vステムの改良・評価を行っ
ｽ。宇宙ステーション初期ミッ
Vョンとしてリモートマニピュ
戟[ションシステム操作支援実
ｱのため、テレサイェンス操作
ｧ御実験システムの部分試作を
sった。また、低プラントル数
ｬ体のシミュレーシゴンプログ
宴?ﾌ開発、速度分布の観測及
ﾑ簡易落下塔による沸騰実験を

　JEM利用のテレサイェンス
ﾀ験の研究として、遠隔操作制
芬ﾀ験システムの部分試作を進
ﾟる。さらに、部分試作を進め
ﾄきた宇宙実験支援プロトタイ
v・システムの知識ベース機能
ﾌ改修・評価を行う。
@無重力流体関連技術として、
蛹^落下施設用流体（極低温、
�蒲ｬ等）実験装置を製作し、
脂ｺ実験に備える。

　材料、流体実験等の宇宙利用実
ｱを効率的、有効に実施するため
ﾌ実験の自動化、自律化に必要な
l工知能応用技術と遠隔地での実
ｱを効率化するためのテレサイェ
塔X技術を確立する。また、想定
ｳれる種々の流体の問題に対処で
ｫるよう、その中枢となる技術的
ﾛ題を解決し、有効かっ広範な宇
??pを可能にする。

ρ＼、ノ

き 行った。
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開発項目：宇宙環境利用実験技術の研究（3／3）

研究機関名言：科学技術庁　　　　　　← 航空宇宙技術研究所
一

～

」　　　年度 圧　昭和52～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画
予算額 最　終　　目　標 ’備　　　考

ヒ 星

　　　　　　　（千円）、

、．（5γ太陽集光・熱輸送技

@術の研究
　反射鏡セグメントの統合化及び
ｽ射鏡全体構造、・展開機構の検討
ﾉ基づき、反射鏡の支持構造機能

　太陽集光面部と熱機関とを結
ﾔ熱輸送系として、実形状に近
ｭ、対流冷却部を備えたヒート

　　　　　　　置@熱機関との結合を想定した数
嵭ﾞの対流冷却ヒートパイプモ
fルについて、真空環境下での

　　　　ダ@宇宙での使用に適合する大型・
y量の反射鏡及びその集光熱を効
ｦよく輸送するシステムの設計技

モデルの試作評価を行った。 パイプ模擬モデルについて、数 熱輸送特性試験を行い、比較評 術を確立するとともに、その利
また、太陽集光熱源と熱機関と 種の試作を行い、伝熱解析を行 価を行う。 用、試験、運用技術を確立する。

の効率的な高温熱輸送を行うナト つた。　　　　・
リウムヒートパイプモデルの真空

》

干

環境での複写冷却試験を行った。 「

一

亭 　、

j

監

ノ

、

’
r

1 、

」

ぎ

⑥　熱機関発電技術の研

@究
　熱機関発電システムの概念検討
yび宇宙環境に適合する熱機関方
ｮの検討に基づき、熱機関モデル

　熱機関二次試作モデル（12
TW）の改良試験を行い、高効
ｦ化・高出力化に必要な設計デ

熱効率が高く、出力制御性の
Dれた熱機関三次試作モデルと
潟jア発電機の出力特性試験を

　宇宙環境に適合する熱機関の設
v技術を確立するとともに、その
詞ｱ技術、評価及び運用技術を確

の一次試作及び二次試作を行い、 ＾一 Wを取得し、それを基に三次 行い、運転評価データを取得す 立する。

基礎的な性能データを取得し、評 試作モデル（500W）の設計 る。また、ヒータ部の配置形状
価を行った。また、高温熱輸送モ 仕様を決定した。 についてヒートパイプとの結合

　　　曳` デルとの結合について最適化の検 また、リニア発電機の単体性 化を検討する。
卜 討を行った。 能試験を行いく基礎設計資料を

ｾた。

」

｝ 噛

－

ズ －

＼

響

i　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

i
、

’　　　　、

細心

⑳
魑岬＿
鰯1

　　

@　

@
二
騨
7

（その他、平成3年度において終了した事項）

開発項目：スペースシャトルを利用した材料実験のための地上実験（1／4）

､究機関名瀬：宇宙開発事業団

　　　　　　　年度　　　　　　　「

@　　5予算額
@　　　　　　（千円）

平成元年～平成2年度実績　　　　　　　　1　　　　辱　　　　　　　　　　　　ト

平成3年度実績． 平成4年度計画
最　終　　目　標 備　　　考

馬　　　　　　　　　　　　　　　　　、
、

MA－1
ｷバンドギャップ三元
ｬ晶半導体鉛錫テルル単
居ｻの無重力下における
居ｻ成長

　フライト試料を作製した。
@また、試料安全性に関して、G
gF炉のオーバーヒート試験を行
｢安全性を確認した。
@フライト実験後試料の分析方法
凾ﾌ検討を行った。・

　これまでFMPTのために実
{してきた地上予備実験結果を
ｮ理・検討して飛行前研究成果
�謔閧ﾜとめた。

@　　　鐸
o

　高性能赤外線検出用半導体、素
q翁忌錫テルルの結晶育成を目的
ﾆする。

日本電信電話㈱

MA－2
@浮遊帯域溶融法による化
√ｨ半導体結晶の作製

@　　　　　　至　　　　　　　　　「

　フライト試料を作製した。

@IMF炉のEMを使用した実試
ｿ溶融試験によりPS訓練を行っ
ｽ。一　　　　’
@フライト実験後試料の分析方法
凾ﾌ検討を行った。フライト実験
桙ﾌPSによるマニュアル操作手
№ﾌ詳細について、見直しを行っ
ｽ。

　これまでFMPTのために実
{してきた地上予備実験結果を
ｮ理・検討して飛行前研究成果
�謔閧ﾜとした。　　　　、
@また、搭乗科学者の実験習熟
ﾌため引き続き実地訓練等に参
ﾁ協力した。

丁　　　　　　　幅

　比重が大きいことや表面張力が
ｬさいため、地上では帯域溶融が
｢難な化合物半導体の結晶育成を
ﾚ的とする。

科学技術庁
熨ｮ材料技術研究所

MA－4
ｳ重力環境下における
ｻ合物半導体結晶の作製

iIn、Ga、Asの研
?j　　　　　’

@　　　　ノ

　フライト試料の作製を行った。

@またGHF－EM炉により、実
似ｿを使用し結晶成果実験を行
｢、1初期メルト位置及び結晶成果
�m認した。　　’
@フライト実験後試料の分析方法
凾ﾌ検討を行った。

　これまでFMPTのために実
{してきた地上予備実験結果を
ｮ理・検討して飛行前研究成果
�謔閧ﾜとした。

　光電変換機能を有する電子デバ

Cス材料として有望なIn、G
＝AAs化合物半導体の高品質単
居ｻを作製する。

光応用システム技術研
?g合

　　　　　｝lA－5
ｳ重力下における帯溶
Z法によるPb、　Sn、
seの大型単結晶を製作

@　　　　　　江

　フライト試料の作製を行った。

@BBM装置及びEM装置による
似ｿ封入カプセルの加熱試験を行
｢、加熱後の同カプセルの健全性
�m認し、また、PS訓練を兼ね
ｽ。fフライト実験後試料の分析方法

ﾌ検討を行った。

　これまでFMPTのために実
{してきた地上予備実験結果を
ｮ理・検討して飛行前研究成果
�謔閧ﾜとした。
@また、搭乗科学者の実験習熟
ﾌため引き続き実地訓練等に参
ﾁ協力した。

’
　
ボ

　高性能赤外線検出用半導体、素
q用Pb、　Sn、　Te単結晶育成
�ﾚ的とする。　　　　　・

理化学研究所　　　　　　ヘノ

@　臨

MA－6@非可視域用光学材料の㌃研究　　　　　　　　‘

　低融点試料のEM利用実験によ
閨A試料の加熱溶融に必要な電力
|懸のデータを取得した。
@溶融点試料のフライト試料の作
ｻ方法及び補完条件の見直しを行
ﾁた。　　　　　　　　　　、

@　　　　　　　　　　　　　L

　これまでFMPTのために実
{してきた地上予備実験結果を
ｮ理。検討して飛行前研究成果
�謔閧ﾜとした。
@また、搭乗科学者の実験習熟
ﾌため引き続き実地訓練等に参
ﾁ協力した。

　赤外領域において高い透過率を
Lする高純度ガラスを開発するこ
ﾆを目的とする。、

@　　　　　　　’

通産省・工業手く術院

@大阪工業技術試験所

秘

／
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開発項目：スペースシャ
　　％gルを利用した材料実験のための地上実験（2／4）

層

研究機関名等：宇宙開発事業団

　　　　年度

¥算額

ホ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝

ｽ成元年～平成2年度実績
　　　　　’@　　　　1
ｽ成3年度実績 平成4年度計画

最　終　目　標 備　　　　考

（千円）

事項

MA－7
@無重力下におけるサマ
泣Xカイとの合成

　フライト試料の作製を行った。
@実試料を纏いEMを利用して、
ﾁ熱溶融実験を行い、PS訓練を

　こまれでFMPTのために実
{してきた地上予備実験結果を
ｮ理・検討して飛行前研究成果

　比重差の大きな多成分系の相平
t／結晶成長の研究を無重力で行
､ことを目的とする。

科学技術庁
@無機材質研究所

兼愛躰試料の吸湿等につき を取りまとめた。

試料の取扱い条件、保管条件にっ
「
ノ いて見直しを行った。

MA－8
V冠電導合金の溶製

　フライト試料の一部を変更して
_化物超電導体原料合金の溶製も
sえるように、新試料の安全性に

らこまれでFMPTのために実
{してきた地上予備実験結果を
ｮ理・検討して飛行前研究成果

　可擁性に富む高性能超電導線材
ﾌ開発を目的とする。

科学技術庁
@金属材料技術研究所

関する試験、Taカプセル耐食性 を取りまとめた。
試験等を行い、搭載上の安全性を P

確認した。
新試料について地上予備実験等 ノ

によるデータの取得を検討した。
四 ‘

MA－11
ｳ重力環境下における
L機金属結晶の成長

　フライト試料の作製について種
居ｻのセル内固定方法を実験的に
沒｢しだが、非常に困難なことが
ｻ明した。　、
@また、試料の長期漏洩試験を実

　これまでFMPTのために実
{してきた地上予備実験結果を
ｮ理・検討して飛行前研究成果
�謔閧ﾜとめた。　　　　　　　　！

　新しい電子機能材料として期待
ｳれている有機金属の大型高品質
ﾌ単結晶を作製する。

通産省・工業技術院
@電子技術総合研究所

施し漏洩：量が規制値以下であるこ
とを確認した。

「 結晶セル内への種結晶の固定方
法について、引き続き検討を続け

’

た。

曹
また、前年度末実施のフライト
試料の注入作業を実施した。 し　　∫

　　　　　歪lA－12
｡合冠党酸した鋼塊中の
E醒生成物の生成機構

　BBM試験の結果、溶融し凝固
ｵた球状試料に凝固時の引け巣が
ｶずる問題があり、これの解決方
@として、試料形状を円柱状に変

　これまでFMPTのために実
{してきた地上予備実験結果を
ｮ理兜検討して飛行前研究成果
�謔閧ﾜとめた。

　三三の脱酸における複合脱酸剤
ﾌ働きを明らかにすることを目的
ﾆする。

科学技術庁
@金属材料技術研究所

更するための搭載安全性に関する
試料蒸発試験を行い、変更に伴う

’ 安全性を確認した。　　、
試料形状変更に伴う実験データ
の解析方法の検討を行った。

、

、

【

翻翻’

轡 望
耀

開発項目ゴスペースシャ　　　　　　　ノ トルを利用した材料実験のための地上実験（3／4）

研究機関名等：宇宙開発事業団

　　　　ハ年度

V予算額
平成元年～平成2年度実績

平成3年度実績　　　　　、 ’　平成4年度計画
最　終　　目　標 備　　　考

（千円）

事項
5　MA－17
@　音波浮遊装置内での液
@’滴の挙動と音波干渉履
@　歴の研究

　航空機実験により溶滴切り離し
ﾀ験を行い、切り離し速度等の割
闖oしを行い、PS訓練手順に反
fさせた。
@また、フライト時の液滴離脱不
ｬ功時の実験手順の検討を行い、

　これまでFMPTのために実
{してきた地上予備実験結果を
ｮ理・検討して飛行前研究成果
�謔閧ﾜとめた。
@また、搭乗科学者の実験習熟
ﾌため引き続き実地訓練等に参

」
　
　
　
ρ

　無重量空間での材料の浮遊溶解
Z術の確立のため、音波浮遊装置
烽ﾅの液滴の挙動を明らかにする
ｱとを目的とする。

科学技術庁
@航空宇宙技術研究所

9 PS訓練の内容に反映させた。・ 加協力しだ。　　　丁
〆

フライト時の審議離脱＝不成功時
■ の実験手順追加に伴う取得データ

の解析方法等の検討を行った。
「

MA－18
ｷ度勾配及び超音波定
ﾝ波のある場における泡
ﾌ挙動の解明

　航空機を利用したPS訓練にお
｢て泡の分散及び注入・切り離し
�盾ﾌ確認を行った。　　　」
@また、液泡試料の実験条件の見
ｼしを行った。
@試料セルへの試料液中のマーカ

　これまでFMPTのために実
{してきた地上予備実験結果を
ｮ理・検討して飛行前研究成果
�謔閧ﾜとめた。
@また、搭乗科学者の実験習熟
ﾌため引き続き実地訓練等に参

　液体内に発生させた泡が無重力
ｺで固体壁表面から離脱し、液中
�ﾚ動する様子を視察し、泡の除
獅ﾉついての基礎技術を確立する
ｱとを目的とする。

科学技術庁
@航空宇宙技術研究所

、

一の沈殿、容器壁へ張り付く問題 加協力した。
『

について改善方法を検討した。

MA－19
ｳ重力下での材料製造
ﾟ程におけるマランゴ
@ニ対流の研究

@‘

　フライト実験で得られる画像データの処理及び解析方法について

沒｢を行った。
@また、ガラス筒を試料融解時に
�ｫ抜いて自由界面を形成ずるた
ﾟの、引き抜き速度等の検討を行

　これまでFMPTのために実
{してきた地上予備実験結果を
ｮ理・検討して飛行前研究成果
�謔閧ﾜとめた。
@また、搭乗科学者の実験習熟
ﾌため引き続き実地訓練等に参

　無重力空間における温度勾配を
揩ﾁた静止液体層内の乱れを観測
ｵ、その乱れとマランゴニ対流と
ﾌ相関関係を求め、結晶成長界面
ﾟ傍に存在する過冷却層の乱れと
ﾌ関係を明らかにすることを目的

石川島播磨重工業

㌔ い、PS訓練内容へ反映させた。
@フライト実験で得られる画像デ

加協力した。 とする。

@　　　　　　　　　　　、、

’＼_　｛！〆

一二の処理及び方法について引き
続き検討を行った。
@フライト試料の保管条件の見直

ノ

「
しを行った

MA－20
@二重の溶融金属の相互
g散及び凝固生成する合
煢ｻ合物の組織と構造

　フライト試料の作製を行った。
@また、EM利用により実試料溶
Z実験を行い、地上実験データを
謫ｾした。
@フライト実験後試料の分析方法

レこれまでFMPTのために実
{してきた地上予備実験結果を
ｮ理・検討して飛行前研究成果
�謔閧ﾜとめた。

　溶融金属中の他金属元素の拡散
W数を求め、比重差が大きいため
n上では製造困難な合金製造の基
b研究を目的とする。

科学技術庁
@金属材料技術研究所

等の検討を行った。

’
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開発・項目：スペースシャ トルを利用した材料実験のための地上実騨（4／4）

研究機関名等：宇宙開発事業団

　　　　年度

¥算額

　　　　　　　、
ｽ成元年～平成2年度実績

　　「ｽ成3年度実績　　　　　’ 平成4年度計画
最　終　目　標

備　　　考　　　　「

（千円）

事項

LF－7
F宙放射線の生物への
e響の検討と宇宙飛行士
ﾌ放射線防御対策の開発

@r@　’
@　　　　　、

　前年度に引き続き、地上照射実
ｱを実施し、宇宙実験と同じ搭載
�ﾔでの放射線検出材及び生物試
ｿの特性データを取得し、飛行実
ｱ後の解析の基礎データとした。
ﾜた、平成3年度に実施するIM
k－1での実験準備も行った。

A

　FMPTに先立ち、平成4年
P月にIML－1計画での宇宙
厲ﾋ線モニター実験を実施し
ｽ。　　　　・
@これまでFMPTのために実
{してきた地上予備実験結果を
ｮ理・検討して飛行前研究成果
�謔閧ﾜとめた。

　宇宙放射線の1．5％程度が高質
ﾊ、高エネルギー（HZE）であ
閨Aこれが生物に与える影響は未
mの部分が多いため、ドシメーターと生物試料を入れた照射コンテ

iを宇宙空間に暴露し、HZEが
ｶ物に与える影響を研究し、有人
Tポート技術、特に生命維持装置
ﾌ開発において、宇宙飛行士の安
S確保技術を開発することを目的

宇宙開発事業団

斗

とする。

｝

一

LF－12
ｳ重力環境での知覚一
ｮ作機能の研究「手動｝』御特性の研究」

@　　　　　軌

@　　　　　　　　　　、

　前年度に引き続き、宇宙実験の
ｽめの基礎データを3名のPSを
甯ｱ者として取得し、合わせてN
`SA側クルー等の実験操作訓練
ﾉ参加し、飛行実験の準備を行っ
ｽ。
@宇宙実験を実施する際に必要な
ﾄ国での作業、及び基礎データ取
ｾのための準備を行った。又、飛
s実験前後の地上実験も含めた実
ｱ運用の詳細化を図った。

　これまでFMPTのために実
{してきた地上予備実験結果を
ｮ理・検討して飛行前研究成果
�謔閧ﾜとめた。
@また、搭乗科学者の実験習熟
ﾌため引き続き実地訓練等に参
ﾁ協力した。　　　　　F　　　　　　　　ら

　二次積分系の手動制御実験を行い、知覚一動作機能について宇宙

ﾂ境と地上における場合との比較
�sい、今後の宇宙用機器に反映
ｳせることを目的とする。

科学技術庁
@航空宇宙技術研究所

一

辱

津

〆

、

岬

」

趣・
脅二 醗

～

　
　
　
　
罵
C

（宇宙環境利用・有人宇宙活動の分野）

開発項目：宇宙環境利用システムの研究 　　’Y

研究機関名等：宇宙開発事業団
ノ

年度
～平成2年度実績， 平成3年度実績 平成4年度計画

・予算額 、 最　終　　目　標 備　　　考
－

（千円）
一

亀

事項 1，632，612 215，407 221，631
軌道上作業機

iOSV）の研究

　OSVシステムについて、運用・解析、システム解析等のシステム 　OSVのシステム検討を行っ
ｽ。

　3年度に引き続きOSVのシ
Xテム検討を行う。

　OSVの開発に必要なシステム
yび要素技術の確立を行う。

設計研究を行うとともに、クリテ
イ、カルな要素技術の設計検討及び

！

要求機能解析、運用方法の設計研
?�sった。また、OSVの動特
ｫの解析、評価方法について検討
ｵた。

罷 ，

宇宙雲超電導技術の調査

､究
　超電導技術の各種宇宙機への応
pについて調査検討を行うととも

，2年度までに得られた宇宙機への応用テーマに関し、その実 前年度に引き続き、特定され
ｽ宇宙機への応用テーマに関

　宇宙用超電導技術の開発に必要
ﾈシステム及び要素技術の確立を

’配　　　　　　ρ
に、その実用化に必要な技術開発
ﾛ題について調査・検討を行っ　　　　　　　　F　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年

用化に必要な要素部分の設計検
｢を行った。

し、その実用化に必要な要素部
ｪの設計検討を行う。

行う。

た。　　　、
ρ

～　国際微小重力実験計画等

@への参加検討
、次期宇宙実験の研究として、I
lL計画参加の構想を取りまとめ
ｽ。

　IML－2以降JEM利用開
nまでの宇宙実験計画（ESA
ﾉよる計画を含む複数のシナリ

　欧州ESA等で国際協力のも
ﾆに計画されている宇宙実験計
諱iE－1等）に参加するため

　国際協力のもとに実施される微
ｬ重力実験に参加して、与圧空間
ﾅの無重力実験技術を修得する。

また、我が国独自で実施できる オ）について検討を行った。 の調査検討を行った。 F

　　　　8n 宇宙実験システムについて検討を
ド 1行った。第1次材料実験（FMP ｝

｝

T）で開発した温度勾配炉、電気
j動装置について性能向上等を目 、　　　　　　　　へ

｛

的とした要素試験を行った。また
｝

IML－1計画に引き続き、　IM
、

L－2計画（平成6年度打上げ予
＼　　／

顕

定）への参加が決定した。死IML－2以降のIML計画等
｝ 、

玉

への参加のための調査検討を行っ
一

た。

無重量落下実験施設利用
ﾌ研究

　岐阜県土岐市に整備される無重
ﾊ落下実験施設を利用するため

　前年度に引き続き、落下カプ
Zルの設計検討を行うととも

　落下カプセル及び標準搭載機
墲ﾌ設計・製作を行うとともに

宇宙環境利用のための予備実験
ﾆして、無重量落下実験施設を利

に、落下カプセルの設計検討を行 に、要素試作を行った。 、落下簡易試験を行う。 回した研究を行う。

卿

つ
た
。
㌔

国際ライフサイエンス実
ｱ計画参画のための調査
沒｢

　国際協力によるライフサイエン
X分野の宇宙実験計画に参画する
ｽめの調査検討を行う。

　国際協力によるライフサイエ
塔X分野の宇宙実験計画に参加
ｷるための実験システムの予備
I検討を行った。

　国際協力によるライフサイエ
塔X分野の宇宙実験計画に参加
ｷるための実験システムの予備
I検討を引き続き行う。

　国際協力によるライフサイエン
X分野の宇宙実験計画に参加し
ﾄ、人間に対して宇宙環境が与え
驩e響についての基礎データを取

ノ 得する。
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開、発項目：共軌道プラットフォームの研究
「

研究機関名湯：宇宙開発事業団

　　　　年度

¥算額

昭
和
6
2
～
平
成
2
年
度
実
績
　
、 平成3年度実績 　　平成4年度計画

ﾄ

最　終　　目　標 備　　　　考

　　　　　　　（千円）
b　　　898，462 49，012 68，814

共軌道プラットフォーム

ﾌ研究

@　馬
@　　　　　鑑

　大規模宇宙環境利用システムの
､究として、プラットフォーム等
ﾌ設計検討及びクリティカル要素
i二相流体ループラジエータ等）
ﾌ洗い出しを行った。　　　　’
@62年度からは、共軌道プラット

　引き続き、共軌道プラットフ
Hームのシステム設計研究を行
､とともに、要素技術として、
fータハンドリング技術及び有
l支援型モジュール技術の研究
�sった。

　共軌道プラットフォームのシ
Xテム設計研究及び実験システ
?ﾌ検討を行うとともに、要素
Z術として、データハンドリン
O技術及び有人支援型モジュー
給Z術の研究を引き続き行う。

　共軌道プラットフォームの開発
ﾉ必要なシステム及び要素技術の
m立を行う。

フォームの全体システム、サブシ
ステムの設計研究及び姿勢制御用

τ

アクチュエータ、ランデブレーダ
ﾌ要素試作試験を行うとともに、
hッキング機構の部分試作試験、

辛

ランデブレーダの要素試作試験及
ﾑ組合せ評価試験並びにデータ処

へ　　　　　塗
理系構成の調査検討及びシステム
ﾇ理アルゴリズムの検討を行っ
ｽ。 噸

「

」
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開発項目：宇宙用人工知能の研究

研究機関名等：宇宙開発事業団

　　　　　年度

P予算額

　　　　　　　　一ｺ和60年～平成2年度実績 　　「ｽ成3年度実績 平成4年度計画
最　終　　目　標 備　　　考

　　　　　　　（千円）

328，896 26，752 27，472

5

　人工知能の将来宇宙活動への適
p可能性の検討を行い、宇宙機の
ﾇ制、故障解析及び材料製造の自
ｮ化への応用に関するシステム概
O検討、及び要素技術検討を行っ

　平成2年度に引き続き、人工
m能の応用研究として、宇宙用
鴻{ットを適用対象とした認識・知識処理技術のオンボート自

･化ソフトウェアの設計検討を

　人工知能の宇宙機への応用研
?ﾆして宇宙機の運用支援シス
eムの設計検討を行うととも
ﾉ、搭載用人工知能計算機シス
eムについて調査検討を行う。

　省力化、無人化、安全性向上に
K要な人工知能に関する基礎試料
�謫ｾし、その開発に資する。

’

た。さらに、将来の宇宙機システ
?ﾌ自律化に不可欠なタスクプラ
塔jング、画像理解、故障自律回

行うとともに、地上支援人工知
¥計算機ジステムの検討を行っ
ｽ。

，
｝

涛

復等の人工知能の応用について検
討を行うとともに、宇宙用として
K合する人工知能システムアーキ
テクチャについて検討した。また
、人工知能の応用研究として、宇

璽

宙用ロボットを適用対象とした認
ｯ知識処理技術のオンボート自律
ｻソフトウェアの設計検討を行う
ﾆともに、地上支援人工知能計算
機システムの検討を行った。

’

〆
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開発項目＝宇宙用ロボッ ト技術の研究 評

研究機関三等：宇宙開発事業団

年度 ㌧

集　　　　　予算額
昭和60年～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画

最　終　　目　標 ノ備　　　考
（千円）

事項　“ 233，598 96，286 96，910
宇宙用ロボットについて、要求 遠隔操作／部分自律型宇宙用 部分自律型宇宙用ロボットに 宇宙での活動の拡大、効率化等
条件、必要な要素技術の抽出等の ロボットに関するシステム検討 関するシステム検討を行うとと に必要な宇宙用ロボットに関し
調査検討を行うとともに、遠隔操 を行うとともに、センサ用、遠 もに、前年度試作したセンサ て、その開発の目処を得る。
作／部分自律型宇宙用ロボットに 隔制御用、及びマニピュレーシ 用、遠隔制御用、及びマニピュ
関し、システム検討、要素技術の ヨン用プログラムの試作を行 ‘レーション用プログラムを地上
設計及び部分試作、地上試験モデ ’う。また、地上試験モデルの試 試験モデルと組み合わせて評価
ルの設計等を行った。 作を行った。 試験を行う。　　　　　　　　　　　　　、

’
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開発項目：月・惑星の開発利用の研究

研究機関名等：宇宙開発事業団
1

年度
～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画

’予算額　・ 最　終　　目　標 備　　　考
　　　　　　　（千円）

30ダ207 30，993
月・惑星の開発利用に関する 3年度に引き続き、月・惑星、 月・惑星の開発利用に関して、

、

技術検討を行うとともに、無人
T査技術及び有人探査技術の研

の開発利用に関する技術検討を
sうとともに、無人探査技術及

必要となる技術及びシナリオを明
轤ｩにする。

究を行った。 び有人探査技術の研究を行う。

へ

1

遭

㌧

2

ダ

h　　　　　“
　

、

膚

恥

～

’

，

声

澗

F

、

「

’　　、

、　＿　／

レ

L “

曹　　　　　　，
＼

、

、

ヤ

←

ヤ

b　　　　　曾
ノ

甲

曽

’

’

’　　　　　　、

イ

／ 一113一

’仁　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　イ

・　壷∵1ぞ



～

、

一114一、

開発項目：JEM利用実験に関する研究
巳

研究機関思想：宇宙開発事業団
ノ

　　　　年度

¥算額
～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画

最　終　目　標 1備　　　考
（千円）

事項 97，931
流熱制御技術、・テレオペレー JEMを利用して行う将来の宇

’

ション技術、地球観測、宇宙環 宙インフラストラクチャ構築のた

境計測等についてのJEM利用 めの軌道上実験及び産官学連携の
実験計画、実験システム検討を 下に計画的に行うJEM利用実験

罵

行う。また、産官学の連携の下
ﾉ計画的に行うJEM利用研究

について計画等を明らかにする。

1

のための調査検討を行う。

雫
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（宇宙環境利用・有人宇宙活動の分野……関連）

蘭発項目：スペースシャ トルを利用した材料実験計画参加のた砕の地上予備実験（1／3） （研究）

研究機関減等：文部省宇宙科学研究所
1

　　　　年度

¥算額

1昭和55（γ平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画
最　終　目　標 備　　　考

　　　　　　　（千円）

685，170 17，282 16，442

搭乗者の内分泌系反応及
ﾑ代謝変化

@　　　　　　’

　血液成分の測定、飛行前、帰還
纃ﾌ血等を考慮して、尿中の測定
@を検討し確立した。
@宇宙飛行時の体液移動、カルシ
Eムロスなどの挙動が、低圧低酸
f負荷でシミュレートできること
ｪわかり、水電解質の代謝の変化
ﾆこれを調節するホルモンの変動
�ｾらかにした。

　飛行前1年前のベースライン
fータを取得するために、搭乗
ﾀ験者の食餌を制御したうえ、
ﾌ血・採尿し、各種ホルモンの
Z度及び経時・経日変化を分析
ｵた。　　，

@宇宙到達時及び地上帰還時の
ﾌ液移動を模擬した場合の水・
d解質代謝を、急性水負荷及び

　搭載実験者を被験者として血
t及び尿を飛行実験前3日間、
�s中1週間及び飛行後3週間
ﾌ血する。
@水、電解質、アミノ酸及びそ
黷轤ﾌ代謝に関与するホルモン
ﾉついて血中及び尿中の濃度の
ﾏ化を測定する。

　宇宙飛行に伴う環境変化に対す
體熾ｪ泌代謝系の反応、バイオリ
Yムに対する影響、適応過程にお
ｯる内分泌系の役割を明らかにす
驕B

@ち

名大・環境医研

ナトリウム排泄作用を持つホル 急性利尿による実験により回りミ

モンが心房から抽出されている た。

が、これらが体液代謝にも関与し
ていると考えられるので、測定法
を確立し、調節機能を解明した。
　尿コンテナ及びその容器を開発
ｷるほカ＼諸種の代謝指標、ホル
c唐ﾌ日内変動の正常値を決定し
ｽ。

●
ゴ

r

無重力順応過程における
ｼ前庭回姿勢運動制御の
､究

　コイの行動をモニターする超小
^加速度センサーを試作し、予備
ﾀ験を行う他、脳波測定等の搭載
ﾀ験装置の設計、プロトタイプの
ｻ作、気球実験を行った。さらに
Rイの運搬用簡易生命維持装置や
g帯用コイ手術装置を製作した。
@また、航空機の放物線飛行によ
閨A約25秒の微小重力状態を生成
ｵ、コイの背光性反射及び脳波計
ｪについて調べた。

　試料のコイを射場において飼
迥ﾇ理し、搭載試料を選択する
?ﾆについて、飼育水の検討、
Rイの水順応テストを行った。バクテリアの作用により飼育水

ﾌ水質を維持することが適切で
?驍ｱとがわかり、安定化ろ床
�`成し、試料のコイを順応さ
ｹる手順を確立した。

@　　　’

　射場へのコイの輸送、射場で
ﾌ飼育及び飛行前実験、搭載に
ﾖわるリハーサルを行う。
@コイの飼育水槽はそのまま飛
s実験まで維持管理し、飛行実
ｱ用試料に対して良好な飼育環
ｫを与える。　　・
@飛行実験により得られるコイ
ﾌ行動画像及び脳波の解析を行
､。脳の組織切片を作成して、
]波記録部位を確認する。

　無重力下の視・前庭性姿勢運動
ｧ御の特性、順応過程を考慮し
ﾄ、宇宙動揺病のメカニズムの解
ｾに資する。

@　　　　　　　　　　　、

名大・環境医研

@　　　　　へ㌔ノ

微小重力下での背光性反射にお

1

いては、両眼への入力光量を等し
ｭするよう行動すること、また光 ♂

i

醗

依存性姿勢反射の傾向は微小重力
ｺで5～6倍速くなることも明ら
かにした。

’

件

ノ 一115一
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（宇宙環境利用・有人宇宙活動の分野轡…関連）

開発項目：スペースシャ トルを利用した材料実験計画参加のための地上予備実験（2／3）
（研究）

研究機関名等：文部省宇宙科学研究所

　　　　年度

¥算額

　　　　　　、

平成3年度実績 平成4年度計画
最　終　目　標 備　　　考

（千円） へ

事項
宇宙空間における視覚安
關ｫの研究

A

　プリズム眼鏡による視覚順応検
ｸ装置により各種実験を行い、体
ﾊを360度回転する問の眼球の動
ｫを記録した。体位を傾斜させた
桙ﾌ行動の基準軸が地上ではずれ
驍ﾌに対して無重力下ではどうな
驍ﾌかを明らかにするため、体傾

　搭乗実験者について、地上で
ﾌコントロールデータを取得し
ｽ。

@眼球運動の計測方法について
ﾚしく調べ、補正方法を確立し
ｽ。　　　　　　　　・

　飛行実験に対して地上より管
ｧし、視覚刺激に伴う眼球運動
�v測する。得られる結果につ
｢て地上データと比較し、空間
F識へ及ぼす重力情報の影響を
�ﾍする。

　視覚による空間認識が重力情報のない字宙空間でどのように変化

ｵ、適応していくのかを明らかに
ｷる。

名大・環境医研

　　　　　　　　　艦

Z

斜角度と視野傾斜角度を独立に変
ｻさせて、これら二つの要因の相
ﾝ作用をターゲット追従眼球運動

　「
e

などから探った。
@航空機による二仏時の微小重力
実験により頭部、眼球の運動及び
�萩ﾘ電図を調べたり、スレッド
ﾉより加速度を与えてその効果を

馳

明らかにした。

骨と軟骨の発生と成長に
yぼす無重力の影響

　打上げ及び帰還時に印加される
ﾟ重力の鶏卵に及ぼす影響を低減
ｷるために卵の搭載方向を検討し
ｽ。振動や加速度が鶏胚組織の成
ｷに及ぼす影響を形態学的、生化

　重力が骨形成に与える影響を
ｲべるため過重力を印加して鶏
ﾌ骨吸収、骨代謝、軟骨の分化
ﾆ増殖をそれぞれの酵素活性な
ﾇにより明らかにした。

　射場でのリハーサル及び本実
ｱを行う。回収試料について、
怩ﾌ組織化学的分析を行う。

　骨組織の発生と成長に及ぼす重
ﾍの影響を検討し、骨の種々の疾
aの治療及び予防法の確立に資す
驕B

昭和大・歯学部

学的に調べた。
@打上げ時にふ卵器の電源が切断
黷驍ｽめ、温度、湿度、酸素濃度

’　　　㌧

’

の変化が受精卵に及ぼす影響を調
べた。 「

HZE及び宇宙放射線の
笂`的影響

@　　　　　　　一

　ショウジョウバエの突然変異に
ﾂいて調査し、加速器により重粒
qを照射して、遺伝的影響を調べ
ｽ。
@搭載機器の試作及び振動、音響
詞ｱを行うほか、オフガス処理を

　試料の搭載条件を確立するた
ﾟに、飼育ビン中の固体数と羽
ｻするハエの数について調べ
ｽ。重粒子線の生物効果を遺伝
q突然変異及び支羽毛スポット
ﾉよる染色体突然変異誘発にっ

　射場リハーサルを行い、搭載
似ｿを準備する。飛行実験より
�福ｵた試料の体細胞突然変異
��ﾍし、ハエの3世代後まで
蝿轤ｵて宇宙放射線の遺伝的影
ｿを調べる。

　宇宙飛行の際被曝を避けられな

｢HZE及びHZE以外の宇宙放
ﾋ線の生物に対する影響のうち、
ﾁに遺伝的影響を明らかにする。

京大・放射線研

臨デ

した機器で突然変異に関する実験
�sった。実験で用いる幼虫の系

いて比較した。

四駅正数などを決定した。
微量放射線連続照射で誘発され
驍ﾍねの突然変異スポットの特質
を明らかにした。

’

竃
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、（宇宙環境利用・有人宇宙活動の分野……関連）

開発項目：スペースシャ トルを利用した材料実験計画参加のための地上予備実験（3／3） （研究）

研究機関名等：文部省宇宙科学研究所 ㍉

年度 伽昭和55～平成2年度実績

平成3年度実績 平成4年度計画
、予算額 最　終　　目　標 備　　　考

（千円） o

事項 1

アカパンカビを用いた概 アカパンカビの生長管を宇宙実 菌糸生長端部の接写撮影及び 飛行実験及び地上対照実験よ 分生子形成に典型的な三日性リ 静岡県立大
日性リズムの研究 験用に種々の改良を加え、実験機 分生子密度の精密な解析方法を り得られるカビの試料について ズムを有するアカパンカビのバン 国際関係学部

器の振動試験及び実験手順の検討 開発した。また、菌糸を接種し 分生子のバンドパターンや菌糸 ド形成を宇宙で調べ、三日性リズ
を行った。寒天培地の組成や即興 た生長管の輸送方法を決定し の形態を解析する。 ムの発生機構に関する基本的知見
養に用いる状袋素材の通気性、遮 た。 を得る6　．

光性を試験した。
式日リズム解析用のデンシトメ 毒

一塁、菌糸成長端の接写方法を開
発するとともに、リズム発現前の
培養条件を検討した。照日リズム
は昇温後24時間の明培寸寸暗培養
に移して発進させるが、温度と光
の環境の影響は大きいことがわか

婁渥黎躍襲肇鶴象ξ響

’

し

ガラスの高温密度と体積 ホウ酸塩及びケイ酸塩ガラスに ガラス溶融実験で得られる融 飛行実験で得られる溶融ガラ ガラス転移温度から高温溶融状 京大・工
変化 ついて、基礎的なデータを取得し 液状態でのガラス球の体積の解 ス球の体積の温度変化を解析 態にいたるまでの体積変化を測定

た6試料の最適加熱条件と試料寸 析法を確立し、分子動力学法に し、計算機実験と比較する。 する。

法を調べ、温度計測寸法や回転加 よる計算機実験を行った。
熱方法について検討する他、計算
機によるシミュレーションに必要
な吸光度、熱伝導、熱放射率など 、　　　　／

∫

の測定を行い、溶融ガラス球の画 ’

‘

、、

像から熱膨脹曲線を算出するプロ
グラムを開発した。
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（宇宙環境利用・有人宇宙活動の分野ン

研究機関名四：通商産業省機械晴三四業局

開発項目：宇宙実験・観測フリーフライヤ（SFU）及び軌道上からの無人回収
@　　　　　システム（EXPRESS）の再使用に関する研究

（研究）亀　↑開発・開発研究・研究の別

　　　年度

¥算額
～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画

最　終　　目　標 備　　　　考
、

　　　　　　　（千円）

宇宙実験・観測フリーフ
宴Cヤ（SFU）及び軌
ｹ上からの無人回収シス

eム（EXPRESS）
ﾌ再使用に関する研究

、
イ

＼

　SFU及びEXPRESSの
ﾄ使用実験の実施に関する技術
I、体制上の問題及び再使用に
ｺう課題等に関する研究に着手
ｷる。

　SFU及びEXPRESSの再
g用により、微小重力環境利用機
?ｪ主体的かっ継続的に確保でき
驍ｱとから、継続性・反復性が必
v：不可欠な材料技術開発等におけ
驪Z術革新等に資する。
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（宇宙環境利用・有人宇宙活動の分野）

開発項目：宇宙ロボッ ト開発動向調査
（研究）

研究機関名等：通商産業省機械情報産業局 ↑開発・開発研究・研究の別

　　　　年度
F　予算額

～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画
最　終　　目　標 備　　　　考

　　　　　　　（千円）

25，504 11；007

・宇宙ロボット開発動向調

ｸ
　宇宙ロボットに関する内外の研
?J発動向について、調査・検討
�sうとともに、宇宙ロボット実

　宇宙ロボットに関する各要素
Z術をシステム化し、宇宙空間
ﾉおいて実験・実証を行う際の

（3年度終了）

ボ

現のために必要な要素技術の開発
綠�A試験方法についての調査・

具体的開発課三等についての調
ｸ・検討を実施した。
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検討を実施した。 實
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（宇宙環境利用・有人宇宙活動）

7

開発項目：宇宙環境予報システムの研究開発 ［研究］

研究機関三等：郵政省通信総合研究所

　　　　年度

¥算額

　　　’　　、

ｺ和60年～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画
最　終　　目　標 備　　　考

　　　　　　　（千円）
　　　　　　　　　7
P01，046 51，443

45，883　　　　　　曽

宇宙環境予報システムの
､究開発　　　　　’

　　　　　　　　　　　　　ノ@通信総合研究所は約40年にわた
閨A宇宙環境のじょう乱に起因す
體d波通信障害を予報する業務を
ﾀ施し、宇宙環境じょう乱の発生
¥測に努めている。本研究計画は
ｱれらの業務を総合的に発展させ
驍烽ﾌとして、昭和63年度に開始
ｳれた。初年度にはデータネット
潤[ク用処理装置を設置し、所内
kANを構築した。元年度は国内
Oの観測データ収集及び独自の太
z観測施設の建設に着手して、2
N度には一部試験観測に成功し
ｽ。

　データネットワーク及びデー
^ベースを充実させるため、通
M総合研究所犬吠観測所よりV
kFデータの自動伝送のための
葡uを設置し、’X線フレアモニ
^ーとして利用開始した。ま
ｽ、米国とのデータ交換を効率
ｻするため専用通信回線の整備
�sった。太陽観測施設につい
ﾄは、前年度に引き続き整備を
sい、太陽磁場観測装置の分光
煤Aプラズマ動態観測装置と共
pのデータ処理部の整備を行っ
ｽ。

　気象庁柿岡地磁気観測所より
C象衛星回線を利用した観測データの実時間伝送のためのシス

eムを整備する。太陽観測施設
ﾉついては、さらに開発・整備
�p続する。衛星による宇宙環
ｫの直接測定をめざした基礎機
墲ﾌ開発を継続するとともに、
�ﾉ打ち上げられている衛星の
fータ解析も進める。

　地球大気圏外における、人工衛
ｯ等の機器、あるいは直接活動す
驩F宙飛行士にとって重要な障害
v因である宇宙環境の変動を予測
ｵ、事故を未然に防ぐ予報システ
?i宇宙天気予報）を開発する。
@宇宙環境変動の最大要因は太陽
?ｮであり、直接的な放射線や高
Gネルギー粒子、あるいは太陽風
ﾆ地球の相互作用による様々なじ
蛯､乱（地球嵐）である。これら
ｻ象を観測し、影響の物理的な評
ｿを行うことが、予報の基盤とな
驕B21世紀初頭には宇宙環境の観
ｪ体制を確立し、予報業務を開始
する。
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（宇宙環境利用、有人宇宙活動）

開発項目：デブリ検出技術の研究 ［研究］　’

研究機関名等：郵政省通信総合研究所

　　　　年度

¥算額
～平成2年度実績 平成3年度実績 平成4年度計画

最　終　　目　標 備　　　考
　　　　　　　（千円）

曇

3
，
7
3
8
馬

7，000 ち

デブリ検出技術の開発 　　　　’@通信総合研究所宇宙光通信地
繝Zンターの口径1．5mの望遠

　宇宙光通信地上センターの望
搭ｾに、低高度のスペースデブ

　地上から静止軌道衛星、低高度
ﾌ周回軌道衛星、スペースデブリ

鏡を用いて静止衛星を観測し、 リを検出するための広視野検出 を観測するための高感度かっ受光
’ その位置を精密に決定する技術 器を付加する。さらに、地球大 面積の大きな2次元センサの開

の開発を行ってきた。静止軌道 気のゆらぎを能動的に補正し、 発、及び微小物体のより高感度な
上及び低高度のスペースデブリ
沛o技術を確立するため、本格

明確なデブリ画像を得るための
Z術開発に着手する。　！

観測を可能とするための光のゆら
ｬを能動的に保証して望遠鏡の分

的に研究を開始した。 解能を極言まで高める技術の開発
を行う。また、デプリ観測用の高

、 出力レーダ技術、宇宙機搭載用デ
ブリレーダ及び宇宙機搭載用高感
度画像センサ等の研究を行う。
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